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別添１１

新たな水質汚濁登録保留基準の算出方法に従った基準値と現行基準値の比較について

現行の水質汚濁に係る登録保留基準の設定に当っては、飲料水経由の曝露のみを考慮し

ており、農取法で規定された「汚染された水産動植物の利用により被害が生じるおそれ」

を考慮していない。このため、基準値を以下の算出方法で求め、濃縮性の高い農薬につい

ては、魚類経由による人への曝露を考慮することが適当であると考えられる。

この場合、従来の飲料水経由に加え、魚介類経由の曝露を考慮することから、従前より

基準値は小さくなるが、それがどの程度変化するのか、魚介類の摂取量や、配分係数を変

えてシミュレーションした。

○ 新たな水質汚濁にかかる登録保留基準の基準値算出方法

飲料水経由の当該農薬の１日摂取量 魚介類経由の当該農薬の１日摂取量

基準値X(mg/L)×国民の１日当たり飲水量(L)＋基準値X(mg/L)×BCF×国民の１日当たり魚介類摂取量(kg)

≦ 農薬のADI(mg/kg/日)×平均体重×配分係数(%)

以上から、基準値Xの算出式は以下のとおりとなる。

農薬のADI(mg/kg/日)×平均体重(kg)×配分係数
X(mg/L) ＝

国民の１日当たり飲水量(L)＋国民の１日当たり魚介類の摂取量(kg)×BCF

１ 生産部門別シェアを考慮しない場合（国民の１日あたり魚介類摂取量94ｇを当てはめ

た場合 （表１））

ＡＤＩの配分係数を10％として基準値を設定した場合、濃縮係数5,000の農薬につい

ては、従来の飲料水経由のみを考慮した基準値の1/240程度となり、濃縮係数1,000の農

薬については、約1/50となる。また、ＡＤＩが0.01mg/kgで濃縮係数が5,000の農薬の場

合、基準値は0.0001mg/lとなり、検出限界に相当する値となる。

なお、仮にＡＤＩの50％を配分した場合、基準値は５倍に緩和される。

２ 内水面、海面養殖及び沿岸産の魚介類のみ考慮して基準値を設定した場合（表２）

内水面、海面養殖及び沿岸産の全体に占める割合（47.6％：別添８）を曝露評価の対

象として、基準値を算出した場合、ＡＤＩの配分係数を10％とすると、濃縮係数5,000

の農薬については、従来の飲料水経由のみを考慮した基準値の1/120程度となり、濃縮

係数1,000の農薬については、約1/25となる。また、ＡＤＩが0.01mg/kgで濃縮係数が5,

000の農薬の場合、基準値は0.00023mg/lとなるが、公共用水域等における農薬の検出状

況調査（別添12）における検出限界よりも大きな値になる。
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３ 内水面産の魚介類のみ考慮した場合（表３）

内水面産魚介類の全体に占める割合（1.9％：別添10）を曝露評価の対象として、基

準値を算出した場合、ＡＤＩの配分係数を10％とすると、濃縮係数5,000の農薬につい

ては、従来の飲料水経由のみを考慮した基準値の約1/6、濃縮係数1,000の農薬について

は、約1/2となる。










